
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

123,822 4,320

27,400

0 0 123,822 29,160

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

応急仮設住宅の設置に関しては、今年度H26年度繰越分の工事(駐車場舗装等)が残っているため、雪解け後村と共同で進めてまいりた

い。

民間賃貸住宅の借上げと被災者の入居に関しては、雪解け後に被災者の意向確認による村からの要請に対して対応してまいりたい。

目標に対

する成果

の状況

応急仮設住宅の設置に関しては、震災後16日で工事に着手し、要望のあった35戸全て年内に完成した。

民間賃貸住宅の借上げと被災者の入居に関しては、豪雪地帯のため雪解けまで自宅再建の可否が判断ができないこと、被災者が高齢で

あり福祉的な対応も必要なこと等から、26年度内の入居戸数は目標に達していないが、４月以降の雪解けの後に追加対応を行っていく予

定。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 258,329 34,306

0 9,084

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの

財源

0 275,044

概　算

人件費

1.10 0.10

0

249,244

826

0 0 8,640

24,840

合計（A) 0 33,480

-

26年度26年度26年度26年度 27年度

当初予算 0

補正予算 275,044

民間賃貸住宅の借上げ 直接

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

応急仮設住宅の設置

（リース方式）

直接 ・応急仮設住宅の設置(白馬村） 0 248,756 0

・民間賃貸住宅の借上げ（12戸） 0

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

・災害救助法第４条により、応急仮設住宅の事業主体が都道府県と定められているため。

課・室 建築住宅課

総合５か年

計画

プロジェクト  - E-mail kenchiku@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

8,640

長野県神城断層地震（11月22日発生）により、住宅が損壊、損傷したことから、被災者の生活の安定と立て直しを図るため、災害救助法に

基づき、応急仮設住宅の設置、民間賃貸住宅の借上げによる応急仮設住宅の提供を行う。

長野県神城断層地震の被災者が現在、避難所等で生活をしており、被災者の生活の安定と立て直しを図る。

成果目標の達成状況

項目

応急仮設住宅の設

置

民間賃貸住宅の借

上げと被災者の入居

事業番号 10 09 13 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 応急仮設住宅設置事業応急仮設住宅設置事業応急仮設住宅設置事業応急仮設住宅設置事業
担

当

課

部局 建設部

実施期間 H26 ～ H28

35戸 35戸 達成

未達成- 12戸 5戸

応急仮設住宅の設置、民間賃貸住宅の借上げによる応急仮設住宅の提供を行う。

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

488 8,640

合計 0 249,244


